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本日のお話本日のお話

• 近年の主な健康危機管理事例

• 感染症（対策）の歴史と保健所の関わり

• 保健所の感染症対策の課題

• 地域の感染症対策のネットワーク構築と薬

剤耐性(AMR)対策

• これからの保健所のめざすべき姿
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近年の主な健康危機管理事例
平成 ７年（1995） 阪神･淡路大震災、地下鉄サリン事件
平成 ８年（1996） 堺市Ｏ‐１５７食中毒
平成１０年（1998） 和歌山市毒物混入カレー事件
平成１１年（1999） 東海村臨界事件、結核緊急事態宣言
平成１２年（2000） 有珠山噴火、雪印製品食中毒、三宅島噴火
平成１４年（2002） ＦＩＦＡワールドカップ
平成１４～１５年（2002）重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）
平成１６年（2004） 台風23号、新潟中越地震、スギヒラタケ脳症
平成１７年（2005） 福知山線尼崎脱線事故
平成１９年（2007） 新潟越沖地震
平成２０年（2008） 中国輸入冷凍餃子を起因とする薬物中毒
平成２１年（2009） 新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）
平成２３年（2011） 東日本大震災・東京電力福島第一原発事故
平成２５年（2013） 鳥インフルエンザ（Ａ／Ｈ７Ｎ９）
平成２６年（2014） エボラ出血熱
平成２７年（2015） ジカウイルス感染症
平成２８年（2016） 熊本地震
平成２９年（2017） 九州北部豪雨、新潟豪雨

スライド提供：厚生労働省
大臣官房厚生科学課

（一部改編）3



「健康危機管理に関する委員会」活動概要

１） 保健所における危機事例を収集・公表

◇ H-CRISISをベースにした危機事例収集

例）各年共通のテーマ：

医療安全（医療事故）、大規模食中毒や広域食中毒、

結核集団発生等の感染症事例他

例）トピックのテーマ：

中国産冷凍餃子、チェーン店の腸管出血性大腸菌O157等

２） 重大事例への取り組み：地域保健総合推進事業班と連携

例）新型インフルエンザ、熊本地震等

参考）総会における会員協議のテーマ

エボラ出血熱、鳥インフル、東日本大震災、熊本地震等

資料：全国保健所長会70周年記念誌 原稿より



感染症（対策）の歴史の振り返り

人間の歴史は感染症との戦いの歴史である。

エボラウイルス
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死因別にみた死亡率
100年の年次推移

（明治32年～平成10年）
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肺炎

胃腸炎

結核



1900 1920 1940 1960 1980 2000 2020

絵で見る「感染症対策の歴史」

1999年

2009年

2015年

1996年
1万名以上の患者,13名の死亡者

1939年 2016年CRE

1897（明治30）年伝染病予防法 1998（平成10）年感染症法

改正’03,06,09,14

流行悪疫退さんの図
（1870年）

2001～2002年

2017年
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1919(大正8)



感染症が騒がれる訳

人・動物・物から人に‘うつる’
→ こわい

（個人で防護できない）

社会防衛が必要

＝保健所の存在意義の一つ
Control source of pathogen:

Remove  persons from exposure

昔の人が持っていた、感染症（伝染病）のイメージ
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保健所（公衆衛生）が感染症対策に寄与：結核の例

保健所の結核対策

（１） 健康診断・予防接種

定期外健康診断（保健所）

（２） 患者管理

保健師による家庭訪問指導

管理健診

（３） 結核医療

１）医療費公費負担

２） 感染源対策（就業制限、入院勧告）

３） 結核医療の基準※

（４） 患者発生動向調査

（５） 結核対策特別事業の実施

DOTSと患者管理事業

※ 感染症審査協議会結核部会

（６）普及・啓発

結核死亡数の推移



歴史は繰り返す？ 10

記者会見される
前橋市保健所
渡辺直行所長（右）

腸管出血性大腸菌Ｏ157への対応

平成２９（2017）年９月１４日
西日本新聞

平成８（1996）年
1万名以上の患者,13名の死亡者



産経新聞2015.6.3 11

隣国（韓国）でのMERSからの教訓

歴史からの教訓

韓国MERS流

行時における
病院の救急
外来

順番待ちで外
来で数泊する
こともあった。

スライド提供：国
立感染症研究所
島田智恵先生
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韓国‐WHO合同調査の結果*（抜粋）

• 市中感染はなく、病院で感染伝播がおこっている

• 感染拡大の背景
– 初発例について渡航歴を十分に確認しなかったこと、MERSを鑑別にあげな

かったことなどから診断が遅れた

– 院内感染対策が十分ではなかった （以下、中略）

スライド：島田智恵先生（国立感染症研究所）を一部改編

隣国（韓国）MERS事例の感染伝播の状況

2015.8.5 韓国
確認例 186 
うち死亡 36

回復 102
治療中 48

入院中の感染 44.8 %
家族内感染 35.0 %
医療関係者 20.2 %



感染症から地域を守るためには、

「地域（保健所他）」と「医療機関（院内感染対策）」

が一体となり、取り組みを進めていく必要がある。

教 訓
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【参考】２つの視点からの考察
海外からの感染症への備えとAMR（多剤耐性菌）の院内感染への備え、
この二つについて見てみると、
前者は検疫の強化、移送体制の整備等が必要であり、
後者は院内での感染対策の強化等一見異なるようにも見えるが、
感染防護に必要な知識・技術の習得、検査体制の整備等、共通する項目も多い。
出典：公衆衛生80巻7号視点

保健所に求められるこれからの感染症対策について（中里栄介）より



昔は外敵の侵入を防ぐことで
地域内を守ろうとしてきたが・・・
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地域包括ケアの構築を進めようとしている現在では・・・

早期に医療から離脱する患者と被介護者の中間に位
置するCompromised Hostが福祉領域に流入してくる

既に、国内に侵淫している感染症と戦うためには・・・

1883年作：検疫イメージ

イラスト出典：

厚生労働省：地域包括ケアシ
ステムの姿
政府広報オンライン 抗菌薬が
効かない「薬剤耐性（AMR）」
が拡大！ 一人ひとりができる
ことは？を一部改編



地域保健総合推進事業（全国保健所長会協力事業）

高齢者施設におけるカルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE)
の実態に関する調査研究

スライド提供：分担事業者 大原俊剛先生（大阪府池田保健所）

地域の現状
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○ 海外との交流

⇒コレラ等の感染症の流入と国内伝播

○ 地域包括ケアシステムによる医療・福祉の連携推進に伴う

⇒感染症（耐性菌） の地域・施設内流入（伝播）

＝

16 16

すでに地域内に入ってきた病原体と、
「誰」がどのように戦うか？

イラスト出典：
厚生労働省：地域包括ケアシステムの姿を元に作成
政府広報オンライン 抗菌薬が効かない「薬剤耐性（AMR）」
が拡大！ 一人ひとりができることは？

流行悪疫退さんの図（1870年）

急性期病院
リハビリ病院

かかりつけ医

自宅

高齢者
介護施設

生活・介護予防



感染症対策の地域ネットワークの重要性

• 海外で流行している感染症には検疫等の手法もあるが、

• 地域内に既に入っている多剤耐性菌に対しては、

地域でネットワークを作り、自らを守っていくことが重要

⇒「地域の感染症対策」と「院内感染対策」の連携が必要
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• それでは、保健所はどれくらい地域の感染症対策と
院内感染対策の連携に取り組めてきたのだろうか？

• 平成27～29年度

地域保健総合推進事業（全国保健所長会協力事業）

新興再興感染症対策等健康危機管理推進事業

で見えてきた課題
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エボラ出血熱対策に関するアンケート調査

取りまとめ担当：坂本龍彦先生（佐賀県）

27年度 地域保健推進事業 新興再興感染症対策等健康危機管理推進事業
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保健所・移送訓練

保健所は、エボラ出血熱に対しては、研修や訓練、関係機関との
連携等に取り組んできた

調査結果（概要）

（１）移送方法

（２）消防との協定締結状況 協議で合意し、協定を締結 ３５％

（３）準備状況についての自己評価
１．十分 移送：１２％ 訓練： ２％ 関係機関との連携： ５％
２．どちらかというと十分 移送：４４％ 訓練：４４％ 関係機関との連携：４５％

（４）課題
・患者移送における消防との連携
・移送に要する時間（特に、夜間・休日）
・保健所の体制（人員・予算の確保） など



院内感染対策医療機関連携への保健所の関与やCREへの対応に関
するアンケート調査 結果のまとめ（抜粋）

① 感染防止対策加算施設は病院の約４５％を占めるが、加算１が管内に無い

保健所もある（特に県型保健所や九州ブロック）。

② 院内感染対策連携に関する保健所の把握，関与の状況

① １）約７割は感染防止対策加算のカンファレンスの関与なし。

② ２）約５割は加算外施設参加のネットワークの把握なし。

③ CRE感染症等は約４割の保健所で発生がなく，発生に地域差，県型・市型保

健所の差が大きい。CRE感染症届出時は約３割は受理のみ。

地域での院内感染対策医療機関連携への保健所の関与が弱く，
院内感染対策を念頭に対応すべき感染症（CRE等）への対応も不
十分

地域での院内感染対策医療機関連携への保健所の関与が弱く，
院内感染対策を念頭に対応すべき感染症（CRE等）への対応も不
十分
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平成27年度 地域保健推進事業（全国保健所長会協力事業）

新興再興感染症対策等健康危機管理推進事業

取りまとめ担当：永野美紀先生（福岡市）作成資料を一部改編



薬剤耐性(AMR)対策

「地域内」の連携がもっとも必要な対策の一つ

2121



唐津・中核病院でのCREアウトブレイク事例
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地域での薬剤耐性(AMR)の重要性を痛感し
取り組みを始めたきっかけ



唐津・中核病院でのCREアウトブレイク事例

• 唐津東松浦地区（人口：13万人）の中核病院において、平成

27年3月からCRE※の集団発生が認められ、一時救急患者の

受け入れを中止する等、地域医療に大きな影響があった。

• これに対し、同院では大学、国立感染症研究所等院外の専

門家や保健所の協力を得ながら対策を行った。

• 平成28年3月までに計37例の症例が認められ、病院の新築

移転（28年8月）後、院内での新たな感染事例はないが、入院

時のスクリーニング検査で新たな症例が確認されている。

23
※CRE：メタロ-βラクタマーゼ（Metallo-β-lactamase：MBL）産生カルバペネム耐性腸内細菌
科細菌（Carbapenem-resistant Enterobacteriaceae）



• 本事例について、地域による枠組み「大学、地域内感染加算１
医療機関、感染症指定医療機関（地域外加算１）、医師会、保健
所」 が連携し対応した。

• また国レベルで、国立感染症研究所、日赤本社の支援も得た。

外部専門家と保健所の連携による対応（全体像）
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保健所の活動の特徴（医療機関との違い）

• 保健所の場合

• 自ら外に出て行き、

公衆衛生活動を行う。

• 昔からの「地域づくり」？

• 医療機関の場合

• 患者の来院を迎え入れ、
医療を提供

公的機関としての中立性と信頼、そして機動力が武器

「地
域
」に
も
働
き
か
け
ら
れ
る
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今
で
こ
そ
、
医
療
機
関
は
外
に
出
て
行
っ
て
い
ま
す
が
・
・
・



院内感染事例への地域（専門家＋保健所）
による支援活動の例

＜ 介護士のおむつ交換の実際 ＞

・オムツ交換をした手袋をはめたまま、患者の着衣を直し布団を着せた。

・汚れたオムツ等は、1部屋ごとに数人分を同じ袋に入れているとのこと。袋は床に置いている状況等

＜感染症管理看護師からの助言＞

・汚れたオムツ等を入れる袋・・（中略）袋を小さくし1人分づつ入れるようにした方がよい。

特に便処理の際は1人分を徹底する。

・袋等は直接床に置かず、ケアの際にはベット柵にフックをかけ・・・等
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保健所の支援要請に基づき、地域の ＩＣＮ※により、医療機関の
介護士等に対し「おむつ交換ラウンド+実践指導」が行われた。

※地域内の感染症指定医療機関に所属（病院長が地域支援に理解があった）

ノロウイルス
院内感染事例
が発生した
医療機関

↓地域の病院のICN



これからの地域の感染症対策の例

保健所：公的役割等
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医療機関：専門性､人材等

行政（保健所）と 専門家
（病院）が手を取り合い、
地域へ出ていく。

医療機関にもメリットが・・・
１．薬剤耐性(AMR)分野：

抗菌薬が守れる。
２．感染症分野の医療サージの軽減：

流行規模縮小による救急医療確保
３：社会貢献＋α

地
域
へ



地域の感染症対策で関係者（専門家）との
連携による対応が必要なもの（例示）

１．対処困難な院内感染事例

（CRE等、多剤耐性菌によるアウトブレイク事例）

・連携先：大学（感染制御部）、感染症指定医療機関のＩＣＮ等

２．麻しんアウトブレイク事例

・連携先：（できれば）空気感染への対応（→採痰スペース確保）が

が可能な医療機関

３．災害時

・連携先：地域の医療機関や外部からの支援者

４．デング熱、ジカ熱等蚊媒介感染症の国内アウトブレイク事例

・連携先：感染症診療に協力的な医療機関

５．ＭＥＲＳ等の国内流行時他



薬剤耐性(AMR)対策に関する
保健所の取り組み

薬剤耐性(AMR)対策に関する
保健所の取り組み
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AMR対策アクションプラン 保健所と関連の深い項目AMR対策アクションプラン 保健所と関連の深い項目

保健所関係項目
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（作成） 平成２８年度第一回会議スライド：中里栄介、２９年度会議スライド改定：永野美紀先生

を一部改編

薬剤耐性（ＡＭＲ）対策に関する保健所の取組

主な柱

1. 普及啓発・教育

2. 動向調査・監視

3. 感染予防・管理

医療、介護における
感染予防・管理と
地域連携の推進

スライド：薬剤耐性（ＡＭＲ）対策推進国民啓発会議
全国保健所長 宇田会長 プレゼンテーション資料



内閣官房、厚生労働省、文部科学省、農林水産省

第１回薬剤耐性（AMR）対策普及啓発活動

○ 感染制御ネットワークによる地域医療圏の耐性菌を

減らすための多目的アプローチ

• 青森県感染対策協議会（AICON）
•

○ ソシアルネットワークで取り組む感染症危機管理活動

• 東北大学大学院医学系研究科総合感染症学研究分野

32

全国におけるモデルとなる取り組み

地域での取り組みの模索



青森県感染症対策協議会（ＡＩＣＯＮ）

• 本スライドは、全国保健所長会の山中副会長（青森県）の仲介により、ＡＩＣＯＮ代表の弘前
大学医学部附属病院感染制御センターの萱場教授のご厚意により提供頂いたものです。33

地域における総合的な感染症ネットワーク構築の例

• 青森県内の主要医療機関約30施設が

参加する地域感染制御ネットワークで
多くの医療機関や薬剤師会等の関係
団体、保健所等行政機関が参加

• 事務局を弘前大学医学部付属病院感
染制御センターに置き、県内基幹病院
の感染制御実務者からなる常置委員
会が中心となって運営

• 地域医療圏全体の感染制御の質の向
上を通じて、医療関連感染の防止、耐
性菌の発生・伝搬の抑制に寄与

Aomori Infection Control Network



茨城県・保健所の取り組み

抗菌薬の適正使用に関する研修会

主催：茨城県竜ケ崎保健所，地区医師会

対象：医師・薬剤師・保健師・看護師等

講師：日本感染症学会感染症専門医

薬剤耐性に関する市民啓発講演会

主催：茨城県土浦保健所

対象：市民 講師：病院医師

院内感染対策ネットワーク会（土浦保健所管内）

メンバー：管内17病院（院内感染対策加算1の3病院,
同加算2の5病院を含む）の院内感染対策担当者

住民に対する薬剤耐性の研修会（茨城県土浦保健所）

医療従事者、市民を対象にした総合的な取り組み



保健所は、多くの事例に対し、地域でのネットワークにより
対応することが求められています。
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平成２８年１１月２２日 西日本新聞

平成27年5月25日（月）NHK佐賀ニュース
（NHK佐賀ホームページより作成）

平成２９年８月１１日
西日本新聞

最近の九州のCREアウトブレイクの例

院内感染事例への対応：「地域ネットワークによる対応」の例

大学・保健所に
よる合同ラウンド
（唐津赤十字病院CRE事例）



地域における感染症対策のネットワーク構築 (案)
◎ 地域感染症対策ネットワークの全体像

・全ての地域で必要

・都道府県単位と医療圏等で重層的に構築（役割分担と連携）

１．都道府県単位の感染症ネットワーク

・実施主体：都道府県庁(医療法、感染症法所管部署等）と

大学医学部感染制御部などが協力

・役割：①都道府県の役割：ネットワーク形成支援、啓発等

②大学：技術的支援

２．医療圏単位のネットワーク

・実施主体：保健所と感染防止対策加算１医療機関等

・参加機関：中小病院（顔の見える関係のもとで行う）

※保健所の役割：啓発、情報交換、研修、（模範的）ラウンド、

感染症専門家の協力によるアウトブレイク対応等
スライド：緒方剛先生の提言を元に作成



地域における感染症対策のネットワーク構築 (案)

スライド：緒方剛先生の提言を元に作成

都道府県全体のネットワーク※
・構成：大学（感染制御部）

県庁（医務,感染症部局）他

・役割：ネットワーク関係機関の連
絡・調整、財政的支援等

医療圏単位のネットワーク
・保健所がハブ機能
・利益享受者は中小病院
・保健所と病院の関係は対等院内

・感染制御の専門的指導はアドバ
イザーによる

※国立国際医療研究センター
AMRCRC教育ツール等も活用
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「佐賀県」及び「唐津保健所」でも、
重層的な地域でのネットワークづくりを開始

• 補足：唐津管内では、One Health を念頭に置き、構
成員に家畜保健衛生所と水産センターを追加
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地域における総合的な感染症ネットワーク構築の例 3



地域医療機関の協力を得るために
開業医が抱える悩み（患者の声）の例をもとに

○ 開業医の先生が困られる「患者さん」の声

Ａ：あの先生は抗生剤もくれなかった・・・。

Ｂ：この前、○○の薬が良く効いたので、同じものをください。

（狭い抗菌薬スペクトラムを first choice とした場合）

Ｃ：別の病院では何にでも効く良く効く薬をすぐに出してくれる。

○ 県医師会担当理事の考え
抗菌薬適正使用のガイドライン等があり、
全ての医療機関が順守する状況であると、
これら課題に対応しやすい。

⇒ネットワークで大学教授による研修を開催(予定)
39厚生労働省



薬剤耐性(ＡＭＲ)対策は、
みんなで取り組まないと成果がでない。

• 地域（⇒地域医療に取り組まれている多くの先
生方）に取り組んでいってもらう必要がある。

• いかに関係者の行動変容を起こすか・・・

（難しい課題）
40

「地域ネットワーク構築」に必要な要素
いかに関係者の協力を得るか？



（写真：会話の雰囲気をお伝えするため
に、看護師さんの許可を頂いて撮影

手強い先生を変えるためには・・・
まずは病院スタッフを動かす？

• 「抗菌薬適正使用」に関する研修会の開
催にあたり、「是非受講して先生※」に来
てもらう方策を思案していた時の出来事

※日常的に、カルバペネム系薬剤（メロペネネム）を使用して
いる医療機関使用済バイアル４本中３本がメロペネム

41

• 看護師(同院)の一言：「研修会に一緒
に行こう」と院長を誘ってみようかな」

• 「地域を良くした」と思う仲間が増えた
ようで、とても嬉しかった。



病院全体を動かす

病院を挙げて「院内感染対策」に取り組むメリット
（副次的効果）

○ 院内感染対策には、
院内のすべてのスタッフが取り組むことが重要

○ 組織マネジメント的な手法が用いられ、
スタッフの意識改革等がなされている。

○ このことは、院内全体の危機管理対応能力の向上
にも繋がっている。
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最近の感染症対策関係の国のポスター

• ＳＦＴＳ エイズ 麻しん AMR

43
• どれが、対象者の心に響くものかはわかりませんが・・・、
あの手この手で訴えようという国の想い

国民（大勢の人の考え方）を動かすためには？



これからの保健所のめざすべき姿
保健所長像

○社会医学系専門研修後の成果
（コア・コンピテンシー）
１．基礎的な臨床能力
２．分析評価能力
３．課題解決能力
４．コミュニケーション能力
５．パートナーシップの構築能力
６．教育・指導能力
７．研究推進と成果の還元能力
８．倫理的行動能力
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新たな感染症対策における保健所の役割新たな感染症対策における保健所の役割

医療 地域の
関係者

結局は「地域づくり」が保健所の活動の原点？結局は「地域づくり」が保健所の活動の原点？
45

保健所は地域の関係者をつなぐ「橋」
のような役割

保健所



補足

本発表における一部の事業は、

地域保健総合推進事業(全国保健所長会協力事業)
「新興再興感染症等健康危機管理推進事業」

により実施されたものです。


